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 居住水準向上と住環境保全を両立させる地域地区見直し方法に

 関する研究（2）

 －東京区部郊外住宅地スタディー－

 高見沢　実

 はじめに

 　近年，都市計画規制緩和の圧力が強まっている。また，

 東京大都市圏を中心に地価が暴騰し，この結果として，

 特に戸建住宅に対する支払い能力との関係で，規制の厳

 しい第1種住居専用地域において規制緩和圧力が強まっ

 ている。こうした圧力に対して単に緩和を行うだけでは，

 規制値が本来目的としていた空間の形成が妨げられるば

 かりか，これまで確保されてきた住環境をも悪化させる

 ことになりかねない。

 　そこで本研究は，指定された用途地域の制限，中でも

 建蔽率・容積率が相対的に厳しくなりつつある大都市郊

 外住宅地に焦点を絞り，そうした地域に発生する各種の

 需要，とりわけ居住水準向上と住環境保全を実現しなが

 ら，今後の「変容」をより望ましい方向に導く方法を実

 証的スタディーの積み重ねの中から提案することを目的

 としている。

 　本研究は，昨年度実施した「居住水準向上と住環境保

 全を両立させる地域地区見直し方法に関する研究（1）」

 の続編である。これまでに実施した横浜市（1985年10月

 29日用途地域見直し告示）・川崎市（1987年9月29日告

 示）調査に引き続き，東京区部（同1989年10月11日告示）

 郊外住宅地（練馬区）の調査を継続して行った。

 フリンジ部分に依然50人／ha未満の地域を残すもの

 の，ほぼ全域が50人／haに達し，郊外部でも都心寄りの

 地域では100～200人／ha程度にまで市街化が進んでい

 る。

 　次に，この1960年に近い時点での都市計画規制の状況

 をみてみよう。図1－4は，1962年（昭和37年）の緑地

 地域（建蔽率10％以下）を，図1－5は，1964年（昭和

 39年）の空地地区のうち，第9種（建蔽率50％以下）の

 指定部分を示したものである。緑地地域の決定告示は戦

 後の特別都市計画法に基づいて昭和23年になされたもの

 であるが，既に昭和37年時点で大幅な後退がみられた。

 また，1964年の第9種空地地区指定より外側で緑地地域

 以外の部分は主として第3種（容積率40％以下），第4種

 （容積率50％以下）がかけられていた。さらに図1－6

 は，1968年（昭和43年）時点の第9種空地地区の指定状

 況を示しているが，1964年に比べ，指定区域が郊外部へ

 と若干しみ出している。また，1969年にはついに緑地地

 域が廃止され，1970年には新都市計画法によって東京区

 部全域が市街化区域となったことを考えると，この辺り

 の時期が，東京区部郊外住宅地が宅地化抑制方針から全

 域市街化方針へと転換した時期だと言ってよい。

 表1－1は，空地地区指定面積の推移を示したもので

 ある。1964年（昭和39年）までの郊外部の指定は先にも
 第1章　東京郊外住宅地の形成と都市計画の対応

 表1－1　東京区部空地地区指定面積の推移
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　［ha］

 1－1　緑地地域の解除まで

 　東京区部郊外住宅地（第1種住居専用地域）の形成の

 歴史を整理し，その中から，市街地変容上，都市計画上

 の郊外住宅地の課題を浮き彫りにしていく。

 　本研究で対象とする東京区部の郊外住宅地は，練馬・

 杉並・世田谷・足立・葛飾・江戸川といった諸区にまた

 がるが，これらの地域の市街化はそれほど古いことでは

 ない。図1－1は，1925年（大正14年）の，図1－2は

 1935年（昭和10年）の等人口密度線を示しているが，若

 干郊外に人口の伸びがあるものの，それほど大きな違い

 はない。人口密度50人／haという数字は，農地の中に若

 干の市街地がまばらに存在する程度の値である。

 　図1－3は1960年（昭和35年）の状況を示している。

 空地地区の種類  S26．3　S39．1O　S43．2 S44．5

 第2種（延30）  206

 第3種（延40）  3434　3572　365  365
 第4種（延50）  4597　4626　　277  277
 第5種（延60）  36  221

 第6種（延70）

 第7種（建30）  7  7  7240
 第8種（建40）  12454  2547  2975

 第9種（建50）  1443　8835　9141  10170

 合計  22084　17261　12330  21027
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 示したように，第3種・第4種が中心であり，残りは市

 街化を抑制する緑地地域がかかっていた。それに対し，

 1968年（昭和43年）の見直しで第3種・第4種は第8種

 （一部第9種）へと移行し，さらに緑地地域が廃止され

 た1969年（昭和44年）に緑地地域分が主として第7種に

 編入されたのである。

 1－2　平成元年の用途地域見直しまで

 　空地地区第7種・第8種・第9種を新用途地域に対応

 させると，それぞれ建蔽率30％・容積率60％，建蔽率40％・

 容積率80％，建蔽率50％・容積率100％の指定に近い。こ

 れを念頭に置きその後の指定変化をみていく（表1－2）。

 　まず，新用途地域が告示された1973年（昭和48年）には，

 容積率60％（第7種空地地区）や容積率100％（第9種空

 地地区）が大幅に減少して，容積率200％の指定地区（一

 部150％）に移行した。このうち旧第7種の減少は，旧緑

 地地域から編入された低建蔽率・容積率指定地域のうち

 多くが，緑地地域解除の条件とされていた土地区画整理

 事業実施の見込みが立たないため，現状を勘案して緩い

 規制に移行したものである。また，旧第9種の減少も，

 郊外住宅地のうち，市街化が早く既に建て詰まりの傾向

 を示す地区について，より緩やかな規制に移行したもの

 とみられる。

 　1981年（昭和56年）には第1回の用途地域一斉見直し

 が告示され，指定容積率60％地区が20％程度減少したが，

 その他の変化は小さかった。しかし，1989年（平成元年）

 の第2回一斉見直しでは，容積率60％地区はその4割強

 へ，80％地区ではその5割強へと指定面積が減少し，代

 わって容積卒100％や150％指定地区が増加した。東京区

 部ではもはや容積率100％未満の指定は例外的なものに

 なったのである。

 表1－2　東京区部容積率指定面積の推移（200％まで）

 [ha] 

 ~* {~~ ~~~ ~~;1'_l~~::F;r < 
 ~~~~  ~~;~li~t~~~: ~~ I ~1;~~~~~ L ~~ 2 [~n;~il~: L 
 S44. 5  S48. Il  S60. 3*l  H1. lO 

 50%  642(~1:~,3･4)  76  76  74 
 60%  7240(~~=7)  3129  2528  1141 
 80%  2975(~=8)  3576  3571  1907 
 100%  10170(~~=g)  5067  4942  6380 
 150%  2782  3515  4390 
 200%  8840  22198  21539  20321 

 A~+ ~t,1  29849  36828  36171  34213 

 新用途地域第1回見直し第2回見直し

 ＊11見直しは昭和56年。以後ほとんど変化していない
 　　ので昭和60年の数字を表示。

 1－3　郊外住宅地の市街化と土地利用規制

 　東京区部郊外における土地利用規制は，実態的市街化

 によって常に突破されてきた。中でも10％の建蔽率規制

 がかかる旧緑地地域に対する実態上の違反はすさまじ

 く，建築行政当局は指導を放棄してしまったような状態

 だったと言われている。しかし，緑地地域に眼らず，そ

 の後の規制見直しもまた，実態上の違反を踏まえて「追

 認」される場合が多かった。

 　その結果，東京区部においてはついに建蔽率50％・容

 積率100％という線まで規制が後退してしまったと言う

 ことさえできる。本研究の着眼点はこの点にある。この

 ままさらに実態が先行する規制緩和が行われている限

 り，郊外住宅地の住環境は悪化するばかりである。どこ

 かの時点で，何らかの切っ掛けをつくりながら，より「望

 ましい」市街地へと積極的に転換できないだろうか。し

 かし，規制緩和の際，上からの「規制」だけに頼って単

 なる別の規制に移行するだけでは今日郊外住宅地が抱え

 ている課題を解くことにはならないだろう。居住者が自

 ら将釆像を構想し，ルールを納得ずくで創造していくよ

 うな体制づくりができないだろうか。

 第2章1989年の一斉見直しにみる東京区部郊外第1種

 　　　　住居専用地域

 　図2－1は，1989年（平成元年）の用途地域一斉見直

 し案を示している。この図でも練馬・足立・江戸川といっ

 た外周区において見直し区域が多いことがみて取れる。

 これをさらに第1種住居専用地域の容積率緩和だけに着

 目して抽出したのが図2－2である。この緩和パターン

 を類型的にみると，以下の3つのパターンがあることが

 わかる。

 　第一は，主として旧緑地地域に属するエリアのうち，

 練馬区・江戸川区・杉並区部分である。面積的には最も

 広く，第1章で示した指定容積率60％・80％からの緩和

 を主とする地区である。（図中A）

 　第二は，高度利用の圧力を受けて旧指定容積率を緩和

 し，今回の見直しで新設された指定容積率200％をかけた

 中野区北部から練馬区南部の地区である。ここでは既に

 宅地基盤が十分整備されていることを理由に緩和がなさ

 れた。面積的にはそれほど大きくなく，また，集中して

 みられる。（図中B）

 　第三は，緩和面積は小さいものの，地区計画をかけて

 容積率緩和を行っているタイプである。世田谷区に幾ら

 かみられる。（図中C）

 　これらを，昨年度報告した横浜市・川崎市の緩和パター

 ンと比較し，さらに緩和の段階を連続的に位置づけたの

 が表2－1である。

 　緩和の程度からみるなら，東京都心から最も遠い横浜
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　　　　　、．Oへ、．瑞　’ヨ’．脊，

　　　　　図2．1

　　　　　　恋、。・・　1。。。年の用途地域

　　　　　　　　　ぺ▲　見直し（案）

市が最も低く，川崎市で若干その程度が上がり，練馬区

ではかなり大幅な緩和となっており，江戸川区ではさら

に大きな緩和となっている。

　本研究では，今回の第1種住居専用地域の規制緩和を

最も典型的に表すのが練馬区であると考え，当区に限っ

てさらに検討を加える。その理由としては，江戸川区の

緩和は大幅すぎ，第1種住居専用地域には収まらないで

第2種住居専用地域に指定替えされた地区も多い点，も

ともと第1種住居専用地域に特化した郊外住宅地として

の性格が練馬区の方が強い点，練馬区では多様な緩和パ

ターンがあり，また緩和面積も多く，考察が行いやすい

点が挙げられる。

第3章　練馬区スタディーの概要
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　の　　　饅、！
　　　　　。　・’
　　　　　　’　　　　当　　’　　　d　・㌻
　　。　　　チ鋤ト

．・’　　　　　　　　　　一　　　一　　　　’1　　■o7・■□　　　　　　、、、ぺ、　、　、＼、1

’Qε・）．　㌧一

表2－1

一へ

司、

＼

　、
、螂1山＾o＼

如巧

＝

図2－2

第1種住居専用地域
関連の見直し

用途地域の緩和の段階（1種住専の場合）

建蔽　容積高度目影 〈例）
率 率地区規制 川 練

横一崎 馬

↑ 30％雌1種 1－1 浜 ＊ ＊
厳 40％ ＊ ↓ ↓

■
↓一↓…↓

40％雌1種 1－1 ＊ ↓

50％ ＊ ↓ ↓
↓一↓…↓

50％100％　1種 ユニi ＊
60％100％ 1－2 ↓

’ 一↓
60％150％煙 kユ

緩 一 1’
↓ 60％200％　2種 2－1

　　　　　　　江
　　　　　　　戸
横一崎一馬一川一

　　　　　　　＊
　　　　　　　↓
↓一↓…↓一一一↓一
　　　　↓＊　↓＊
　　　　↓↓　↓↓
↓一↓…↓↓一↓↓一
　　　　　　　↓↓
　　　　　　　　↓
　　　　　　　　↓一

　　　　　＊
　　　一一↓

※アンダーラインは最もネックになっている規制要素

3－1　練馬区における1989年の緩和

　練馬区は，今回の用途地域見直しにおいて規制緩和が

全面的に行われた典型区である。その大きな変化は，従

来，第1種住屠専用地域の容積率60％・80％に指定され

ていたエリアが，ほぽ全体的に100％指定へと変更された

ことによる。図3－1はその内容を緩和パターン別に示

したものである。

　また，町丁目ごとの緩和／非緩和パターンを集計して

示したのが表3－1，3－2である。

表3－1　練馬区の用途地域見直しパターン

見直しパターン（容積率／建蔽率）町丁目数

150％／60％→200％／60％15

第 緩 100％／50％→150％／60％ 3

1 和 80％／40％→100％／50％49（31）

種 あ 60％／30％→100％／50％36（36）

住 り 60％／30％→150％／60％ 1（1）

専 60％／30％→80％／40％ 5（5）

緩 150％／60％のまま 9

和 1OO％／50％のまま 24

な 80％／40％のまま 1

＿LL60％／30％のまま 1

その他 46

合計 190‡1（73）

（）内は旧緑地地域で区画整理事業をすべき区域

＊11団地建設が進んでいる光が丘は除く
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表3－2　旧指定からみた緩和／非緩和

旧容積率／建蔽率 合計 非緩和／緩和

150％／60％ 24（O） 9（0）／15（0）

100％／50％ 27（0） 24（0）／　3（0）

80％／40％ 50（31） 1（0）／49（31）

60％／30％ 43（42） 1（0）／42（42）

合　計 144（73） 35（O）／109（73）

（）内は旧緑地地域で区画整理事業をすべき区域

　まず，練馬区190町丁目のうち，第1種住居専用地域が

面積の第1位を占めるものが144ある。特徴的なのは，こ

のうち「土地区画整理事業を施行すべき区域」が73町丁

目とほぽ半数を占めている点である。これを旧容積率／

建蔽率指定パターンでみると，表3－2の通り4バター

ン存在するが，「土地区画整理事業を施行すべき区域」は，

すべて80％／40％，60％／30％の2パターンになってい

た。逆に言えば，旧緑地地域で区画整理事業を条件にそ

の解除を行った地域は今回の見直しまではかなり抑制的

な用途地域となっていた。しかし，過去がそうだったよ

うに（第1章），また，他のいろいろな文献でも指摘され

ているように，こうした「あるべき」規制は実態によっ

て突破されていたのが現実である。すべての「土地区画

整理事業を施行すべき区域」は規制緩和され，ほとんど

が100％／50％の規制に移行した。また，「土地区画整理

事業を施行すべき区域」以外でも，旧容積率指定80％・

60％の町丁目のほとんどすべて（91／93）が規制緩和さ

れたのである。これに対して，旧100％／50％では27町丁

目のうち3町丁目が緩和されたに過ぎなかった。これら

は主に西武池袋線および新宿線沿いの駅から若干離れた

場所で，開発時期が比較的古かった住宅地であり，緩和

された3町丁目はいずれも練馬区の中では最も東京都心

に近く，アパート化等の市街地の変化が先行して進行し

ている部分である。最後の旧150％／60％では24町丁目の

うち15地区が200％／60％の新設された規制パターンに

移行した。これらは豊玉，中村及び氷川台に多く指定さ

れていたが，それらの多くは基盤整備がほぽ完了してい

る区域が多く，宅地規模も比較的恵まれていたため，こ

うした高容積率設定が可能だと判断されたものである。

日町1丁目

＼．．r．
＼

＼
ノ

！

　　　　　　　　　ζ

　　　　　　　　　ン

　　　　　！　！

　　　！’J　、

　　．．ノ
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 3－2　調査地区の選定と位置づけ

 　具体的地区を選定する前に，いま少し注宅地の性格を

 みておく。これまでの記述からもわかるように，第1種
 　　　　　　　　　　　　　　　 住居専用地域の市街化の時期は，概ね旧用途地域指定バ

 ターンと対応しており，以下のような性格をもっている。

 ①最も市街化の時期が古いのが旧150％／60％地区で，西

 　武池袋線の都心寄りの部分にほとんどが集中してい

 　る。戦前に若干の市街化が進み（図1－2），昭和35年

 　には既に200人／ha程度に達していた地域である（図

 　1－3）。旧100％／50％の指定が150％／60％に緩和さ

 　れた3町丁目もこうした市街地の性格に近い。

 ②次に古いのが旧100％／50％地区で，①の外側，あるい

 　は郊外寄りの駅周辺に形成された住宅地である。昭和

 　35年の段階で100人／ha程度まで達していたような

 　地域（図1－3）である。図1－6を，みると，既にこ

 　の辺りまでが第9種空地地区（建蔽率50％）に指定さ

 　れていた様子がうかがえる。

 ③次に古いのが旧80％／40％地区である、、昭和35年段階

 　では50～100人／ha程度で，早い所では既に市街化が

 　進んでいたが，これから市街化が本格化するような市

 　街地だった。概ね練馬区の東半分はこの段階までの市

 　街地である。

 ④最後が旧60％／30％地区で，昭和35年段階ではほとん

 　ど市街化しておらず，全体が旧緑地地域．に入っていた。

 　市街化はその後進んだものの，いわゆるスプロール市

 　街地となっているような地域である。

 さらに，持家の取得時期別に敷地面積を、みることによっ

 て，各時期ごとの特徴をはっきりさせよう。データは昭

 和45年以後のものしかないが，表3－3に示す通り，時

 期が新しくなるほど平均敷地面積は小規模化している。

 特に，昭和40年代後半の地価高騰の時期に敷地狭小化が

 顕著に現れた。従って，先の時期分類との関係でみるな

 ら，①②は平均敷地規模がゆったりしていたことが想像

 され，③の旧80％／40％地区では初期に市街化した部分

 の住宅はゆったりしているが，昭和40年代に入って狭小

 化していること，また，④の旧60％／30％地区では市街

 表3－3　練馬区における持家取得時期と敷地面積

 持家の取得時期  敷地数  平均敷地面積

 昭和45年以前  36800  192㎡

 昭和46～50  9780  157

 昭和51～55  12670  130

 昭和56～58  5710  138

 昭和59～63  7840  127

 ［住宅統計調査による］

 化が遅れた分，狭小敷地のいわゆる「ミニ開発」が中心

 であったことを裏付けている。

 　以上を踏まえて，「用途地域の緩和」に着目した調査地

 区選定を行う。まず，旧緑地地域で「区画整理事業を施

 行すべき区域」は，今回用途地域の見直しが全域でなさ

 れているが，別の面からの考察が必要と考え，今回の調

 査地区とはしない。こうした地区では市街化が遅れ，い

 わゆる「ミニ開発」が主流であって，旧規制の厳しさか

 ら考えて，もともと建築違反が多かったものと想像され

 る。また，今後の市街地整備上の課題も，むしろ周辺の

 残存農地と併せた面的整備や住宅地高度利用地区計画な

 どによって一体的整備を行うべき地区と考える。

 　一方，今回の見直しで200％／60％の新メニューに移行

 した市街地は，既に郊外戸建住宅地とは言えず，実際，

 中層建物も多く存在している。従って，今回の調査対象

 から除外する。

 　残ったのが，「100％／50％のまま」が24町丁目，「80％

 ／40％から100％／50％への緩和」で「土地区画整理事業

 を施行すべき区域」以外の町丁目が18，「150％／60％の

 まま」の町丁目が9，「100％／50％から150％／60％への

 緩和」町丁目が3となる。規制緩和の影響評価を目的と

 する本研究の趣旨からみて，緩和がなかった地区は対照

 地区とすることが遭当だと考え，残りの2パターンを調

 査地区と定める。100％／50％から150％／60％への緩和

 地区は数の上では少ないが，変化していく地区の様子や

 それに対応する規制のあり方を考える上では重要なケー

 スだと言える。

 　具体的地区選定は，同一緩和パターンエリアが同一町

 丁目全体を覆っておりエリアのまとまりも大きいこと，

 特に80％／40％からの緩和地区においては，一通り市街

 化が完了していること，従って，残存農地率が高くない

 こと（練馬区平均の14．6％より低いこと）を条件に抽

 出したところ，150％／60％への緩和地区は小竹町1・2

 丁目とし，さらに地形が複雑すぎないこと等を条件に加

 え小竹町2丁目に確定した。100％／50％への緩和地区は

 春日町1・3丁目と貫井3・4丁目が残った。貫井地区

 は地形が複雑で非住宅用途混入率が高いことから除外し

 た。春日町3丁目には都市計画道路が縦横に計画されて

 いることから春日町1丁目が残った。両地区の位置を図

 3－1に示す。

 3－3　調査の概要

 　調査は，上記の通り小竹町2丁目（1OO％／50％から

 150％／60％への緩和）と春日町1丁目（80％／40％から

 100％／50％への緩和）について，対象となる緩和エリア

 を抜き出し，そこに含まれるすべての戸建住宅（倉庫・

 専用アパート・専用商店を除く。また，用途地域界がま

 たがるフリンジ部分も除く）を対象としてアンケート調
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査を実施した。方法としては戸別訪問により調査票を配

付し，後日再訪問・回収した。未回収分については郵送

を依頼し，着信したものも有効票とした。調査時期は平

成4年7月末で，緩和告示より2年9ヵ月経過している。

第4章　練馬区緩和地区における住民意識

4－1　調査地区の概況

　調査地区の概況を表4－1に示す。小竹町2丁目の方

が市街化時期が若干古く，戦前より市街化が進行してい

た。従って，平均敷地面積も春日町1丁目より平均で30

㎡程度大きく，ゆったりとした市街地である。しかし近

年，世代交代が急速に進行して相続税を納めるために敷

地が切り売りされ，借地が多かったことから底地の交換

によって敷地が分割され，さらに営団有楽町線の開通で

都心と強く結ばれたためにアパート化が急速に進行し

て，古くからの落ち着いた地区特性が大きく変化しつつ

ある。一方の春日町1丁目は昭和20年代末期から市街化

が進行し，昭和30年代から50年代にかけて徐々に宅地化

が進んだ。一部の農地を除けばほぽ市街化が完了してお

り，さらに郊外のいわゆるスプロール市街地とは一線を

画す。しかし，特に昭和40年代以降の転入者の敷地面積

に余裕はない。世代交代期に差し掛かっているが，小竹

町ほど進んでいない。

　なお，地価の水準は平成4年7月現在60万円／㎡程度

で，小竹町2丁目はこれより若干高い。また，ピーク時

に比べると25％程度地価は下落している。しかし，60万

円で100㎡の「ミニ開発」を購入すると土地代だけで6000

万円という数字である。

4－2　敷地および住宅規模に関する考察

　まず，敷地面積をみると，小竹町2丁目の方が平均30

㎡程度大きいことに対応して敷地規模分布にずれがあ

る。春日町では相対的に90～150㎡の小規模敷地が多いの

に対し，小竹町では180㎡上のものが多い（表4－2）。

　一方，平均延床面積も敷地の大小に対応して小竹町の

方が平均で約20㎡大きい。表4－3はその分布をみたも

のだが，120㎡味満の住宅が春日町で63．7％なのに対し，

小竹町では41．3％である。一方，150㎡似上の住宅は春

日町が11．8％なのに対し小竹町で32．2％に達する。

　こうした物的特徴をもつ両地区において，住宅の広さ

に対する満足度はどう違うだろうか。「満足している」「ま

あまあである」を合わせた割合を「満足度」とすると，

春日町が6212％，小竹町が75．2％と10％強の差がある。

その要因をみるため，以下，延床面積別，1人当り床面

積別にみていく。

　まず，延床面積別にみると，春日町では90㎡超える

と満足度が過半に達するものの，以後大きくなってもさ

表4－1　調査地区の概況

項　目 春日町1 小竹町2

a．対象戸数 280 269

b．配付戸数 231 213

C．回収票数 144 135

回収率（C／a） 51．4％ 50．2％

同　（c／b） 62．3％ 63．4％

開発時期等 S20年代末に始 戦前に若干市街

まりS30～50年 化しS20，30年代

代まで続く。 を中心に進む。

平均敷地面積 170．5㎡ 198．8㎡

平均延床面積 109．1㎡ 127．6㎡

平均建蔽率 39．3％ 40．5％
平均容積率 64．0％ 64．2％

平均世帯人員 3．21人 3．57人

！人当り床面積　　33．99㎡　　　　　　■35．74㎡

平均世帯主年齢　57．7歳 60．9歳
1

表4－2　敷地面積の分布　　　〔世帯〕

敷地面積 春目町1丁目 小竹町2丁目

90㎡未満 16（12．1％） 19〈14．8％）
90～120㎡ 29（22．0％） 17（13．3％）

120～150㎡ 17（12．9％） 12（9．4％）
150～180㎡ 22（16．7％） 21（16．4％）
180～210㎡ 14（10．6％） 23（18．O％）
210～240㎡ 14（10．6％） 9（7．O％）
240㎡以上 20（15．2％） 27（21．1％）

合計 132（100．O％） 128（100．0％）
平均面積 170．5㎡ 198．8㎡

表4－3　住宅延床面積の分布 〔世帯〕

延床面積 春日町1丁目 小竹町2丁目

90㎡未満 44（34．6％） 26（21．5％）
90～120㎡ 37（29．1％） 24（19．8％）
120～150㎡ 31（24．4％） 32（26．4％）
150～180㎡ 9（7．1％） 17（14．0％）
180㎡以上 6（4．7％） 22〈18．2％）

合計 127（100．0％） 121（100．0％）
平均面積 109．1㎡ 127．6㎡
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 ほど満足度が上がらないのに対し，小竹町ではすべての

 ランクで過半を超えており，120㎡似上になると満足度は

 8割以上になる。

 　次に世帯人員を考慮して，1人当り床面積別に満足度

 をみると（表4－4），春日町では延床面積でみたときと

 異なって，かなりはっきりした傾向が読み取れる。すな

 わち，1人当り床面積が25㎡味満では満足度は30％強と

 低く，25～30m・で過半を超える。30㎡似上あれば8割程

 度の満足度になる，との関係である。これは，居住水準

 の設定とかなり近い関係にある。1人当り25㎡というの

 はほぽ都市居住型誘導居住水準の値であり，30㎡が一般

 型誘導居住水準に近い。従って，春日町の場合には一般

 型誘導居住水準の達成がとりあえずの目標と言える。し

 かし，小竹町はそうした傾向が読みづらい。30㎡似上で

 満足度が8割程度得られる一点では同じであるが，20～30

 ㎡でも60％強の満足度が得られている。ここで結論を出

 すことは難しいが，相対的に敷地がゆったりしているな

 ど，総合的環境条件が良いことも1つの理由であろう。

 表4－4　1人当り床面積と住宅満足度

 1人当り
 春日町1丁目  小竹町2丁目

 床面積
 世帯　満足度  世帯　満足度

 20㎡未満  17　　35．3％  7　　　0．0％

 20～25㎡  20　　35．O％  11　　63．6％

 25～30㎡  19　　52．6％  15　　66．7％

 30～40㎡  23　　78．3％  28　　78．6％

 40㎡以上  46　　78．3％  57　　87．7％

 世帯合計  125　　62．2％  118　　75．2％
 平均面積  33．99㎡  35．74㎡

 　以上より，とりあえず一般型誘導居住水準の達成を目

 標としてもよいことが確認された。ところで満足度は1

 人当り床面積に左右されるとはいえ，世帯人員が最大化

 した時点でも満足を感じ得るためには最大延床面積がど

 こまで可能かが重要な要素になる。両地区とも，6人世

 帯までは一般にみられる規模（小竹町では7人世帯も目

 立つ）なので，高齢夫婦を含む6人世帯の一般型誘導居

 住水準164㎡に近い160㎡を後の評価における目標値とす

 る。

 4－3　緩和に対する認知と評価

 　春日町では相対的に敷地面積も現住宅の延床面積も狭

 いので緩和に対する二一ズは高く，小竹町はもともと敷

 地も住宅も大きく建蔽卒・容積率設定も春日町に比べて

 緩やかなため緩和に対する二一ズは低いと考えるのが一

 般的であろう。しかし，緩和に対する評価はほぽ同じだっ

 た。「もっと緩和してほしい」を含む肯定的評価（「良かっ

 た」「まあ，良かった」）は春日町で53．4％，小竹町で55．

 3％である。］方，否定的評価（「あまり良くない」「悪

 い」）は春日町で15．3％，小竹町で12．9％である。「特

 に，何とも思わない」は19．6％，17．4％だった。これ

 を敷地面積別にみると，大きい敷地ほど否定的評価が高

 く小さい敷地ほど低いが，それほどはっきりした傾向に

 なっていない。

 　一方，緩和の認知についてみると，緩和を「知ってい

 た」世帯が春日町で45．7％に対し小竹町で53．8％と若

 干高い。この数字は横浜調査（19．1％，31．5％）より

 はかなり高く，川崎調査の一般住宅地と同程度で，川崎

 調査の地区計画地区よりは低い数字である。認知方法も

 両地区で似ており，「区や自治会の広報で」が春日町で

 35％，小竹町で52％と最も高い。以下，「新聞・雑誌」「近

 所の人の話」「知人の話」「その他」などが同程度で続く。

 「その他」の中では住宅メー力一が多い。「区の説明会」

 は両地区で1件しかなかった。

 　次に，先に示した延床面積160m2という目標値の達成と

 いう観点から，今回の規制緩和の程度を確認しておこう。

 春日町で160㎡の延床面積を実現するためには，緩和前

 （容積卒80％）で200㎡，緩和後（同100％）で160㎡の敷

 地面積が必要である。これを実現できる世帯の割合は緩

 和前で28．O％（37／132），緩和後で50．O％（66／132）で

 ある。まだ半分しか実現できない。そこで，4人世帯の

 誘導居住水準を120㎡と低めに設定すると，65．9％（87／

 132）と2／3が達成できるものの，さらに1／3が残る。

 こうした狭小敷地は昭和40年代末期以後開発されたもの

 に多い。逆に，もとの160㎡を目標として堅持し，7割方

 の世帯がこの目標を達成できるようにするには，容積率

 は143％となる。ほぽ150％と言ってよい。一方の小竹町

 では，同じ160㎡の延床面積を実現するためには，緩和前

 （容積率100％）で160㎡，緩和後（同150％）で107㎡の

 敷地面積が必要である。これを実現できる世帯の割合は

 緩和前でも60．9％（78／128）と高く，緩和後で78．9％

 （101／128）である。120㎡の低めの設定にすると，90．6％

 （116／128）が達成できる。これはかなりの達成と言える。

 もともと小竹町の方が敷地面積に余裕があったのだから

 これは当然である。

 　こうして考えると，両地区の規制緩和は，住民からみ

 た評価こそ同じであったが，その内容・質が異なってい

 たと言えないだろうか。春日町の場合，緩和はまさに現

 状追認，あるいはやむを得ない二ーズ対応のために行わ

 れたが，まだまだ不十分な面を残した。小竹町の場合は，

 もともとの良好な住宅地の環境が相続，借地権の交換，

 アパート化等によって急速に崩れつつあり，今回の緩和

 は，地区住民の居住水準向上を目的とするというより，

 むしろ相対的に都心化してきた当地区の位置づけを見直

－314－



すものと言ってよい。敷地規模の大きい，ゆったりした

住宅地に150％という容積率は過大である。

　郊外にゆくにつれ敷地規模も大きくなり，下がってい

く地価と対応しているような市街地では，郊外にゆくほ

ど厳しい規制をかけておけばよい。しかし，練馬区では

むしろその関係は逆である。郊外にゆくほど開発時期は

遅く，従って地価が大きく上昇しており「ミニ開発」化

が進んだ。実態上容積率は100％を超えており，厳しい容

積規制を用途地域見直しによって実態にすり合わせてい

く必要かあった。相対的に大きい敷地の都心寄りでは，

地価上昇も手伝って敷地分割やアパート化が進む。良好

住宅地を保全しようとも住宅地の変容が先行してしまう

現実がある。

4－4　街区環境に対する評価（表4－5）

　街区環境に対する評価をみると，最も支持の高いのが

「緑が豊富である」で，「非常に必要だ」だけで過半を超

えている（春日町63．6％，小竹町58，3％）。次に高いの

が「道路から一定距離以上建物後退」で，「非常に必要だ」

「まあ必要だ」を合わせると春日町で76．5％，小竹町で

57．6％に達する。以下，「戸建住宅で統一されている」

「敷地境界がブロック塀でなく生垣等」「階数が統一され

ている」が同程度で続き，これらは「非常に必要だ」「ま

あ必要だ」を合わせて約半数程度になる。「屋根材料が統

一されている」「建物の色彩が統一されている」は「あま

り必要ない」が半数弱を占め，あまり支持されていない。

　両地区の差として目立つのは，「道路から一定距離以上

建物後退」に対する春日町の支持の高さである。しかし，

これは「土地に目一杯家屋を建てるのでだんだん圧迫感

を感じる」（自由意見より）ことの裏返しであろう。そう

した目でみると，「緑が豊富である」の支持の高さも，「だ

んだんに緑の失われるのが残念です。今のままが続くこ

とを願っております」「土地一杯に建てて緑がなくなりつ

つある」（自由意見より）といったことと裏腹の関係にあ

るようである。

4－5　建蔽率や容積率などの制限の決め方

　では，建蔽率・容積率等の制限の決め方について居住

者はどのような意向をもっているだろうか。表4－6か

ら明らかなように，圧倒的に「地区ごとの特性をいかし

た規制をつくった方がよい」と考えている。また，「国や

都や区が決めたのだから，しかたない」も幾らか支持が

高く，小竹町ではかなり高い（22．7％）。

表4－5 街区環境に対する評価

　　　　　　上段＝春日町
　　　　　　下段＝小竹町〔％〕

非 ま あ必 必 無

項　目
常必 あ必 ま要 要 回

に要 要 りな な 答

だ だ い い

戸建住宅で統一 13．6 40．9 25．8 5．3 18．9
されている 18．9 34．8 18．9 4．5 22．7

緑が豊富である 63．6 29．5 1．5 O．O 9．8
58．3 28．0 2．3 O．O 11．4

敷地境界がプロサ21．2 27．3 31．8 6．1 18．2
塀でなく生垣等 14．4 37．1 25．8 2．3 20．5

階数が統一され 14．4 34．1 26．5 9．1 20．5

ている 11．4 31．1 28．O 5．3 24．2

道路から一定距 29．5 47．0 12．9 3．8 11．4
離以上建物後退 18．2 39．4 19．7 2．3 20．5

屋根材料が統一 4．5 15．9 44．7 19．7 19．7
されている 3．O 12．1 37．9 22．7 24．2

建物の色彩が統 6．1 19．7 40．9 18．2 19．7
一されている 9．1 14．4 30．3 22．7 23．5

表4－6 建蔽率や容積率などの制限の決め方

回答項目 春日町 小竹町

国や都や区で決めたの 14．4％ 22．7％
だから，しかたない

地区ごとの特性をいか 62．8％ 53．O％
した規制をつくった方，
がよい

隣近所との合意があれ 9．1％ 7．6％
ばよい

個人の自由に建てられ 4．5％ 5．3％

た方がよい

わからない 5．3％ 3．0％

その他 3．0％ 3．0％

－315－



 第5章総合的評価

 　総じてみると，緩和については既に違反建築もあり，

 特にこれを切っ掛けにどうこう，というものではなかっ

 たようである。むしろ問題なのは，規制内容と実態，世

 帯による規制に対する考え方，感じ方の違い，違法建築
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 をめぐるトラブル，その他地区内で起こっている諸々の

 変容に対する困惑などである。特に練馬区の住宅地は，

 郊外住宅地といっても基盤は未整備であり，公共スペー

 スも小さいなどのいろいろな問題を抱えている。

 　中でも最大の課題は，近年の住宅地の変容が著しく，

 これまでの安定した郊外住宅地としての性格が大きく変

 化しており，建蔽率・容積率等による規制だけでは「良

 いもの」が悪化するのを防げないばかりでなく，新しく

 起こってくる諸現象に対応できない点である。以下，具

 体的に整理して本研究の結びとする。

 　春日町1丁目は市街化が新しい分，世代交代期に差し

 掛かったばかりだが，敷地面積はさほど大きくなく，敷

 地分割は今後もあまりなされないであろづ。しかし，建

 物が大型化しており，庭木がなくなりつつある。点在し

 ていた農地も税制が変わって次々と開発されていく。も

 ともと基盤は未整備であり，自動車ばかり増えていく。
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 車庫が必要になる，3階建にしたい，といった需要に応

 えなければならない。規制緩和はむしろ実態に合わせた

 面が目立つ。これまで厳しい規制を受け入れてきた世帯

 にはプラスになろう。また，緩和されても100％の容積率

 であるから，これが契機となった環境悪化が急速に進む

 とは考えられない。今後は，これ以上住環境を悪化させ

 ない努力と，道路改良，隅切り，緑化等の地道な努力が

 必要だろう。また，近い将来再び規制緩和が話題に上る

 であろう。その際には最低限，道路を性格づけしながら

 しっかり確保した上，道路から一定距離以上建物が後退

 し緑の豊富な住宅地を目指して，そうした地区特性を育

 てていくようなルールヘと「規制」の質を転換していく

 ことが課題になろう。

 　小竹町2丁目は敷地規模も大きく緑も豊富な，ゆった

 りとした住宅地である。しかし近年，世代交代が急速に

 進行して相続税を納めるために敷地が切り売りされ，借

 地が多かったことから底地の交換によって敷地が分割さ

 れ，さらに営団有楽町線の開通で都心と強く結ばれたた

 めにアパート化が急速に進行し，古くからの落ち着いた

 地区特性が大きく変化しつつある。1OO％から150％への

 容積率緩和は，こうした地区特性の変化をさらに進める

 ものである。居住者の多くは緩和は良かったと評価して

 いる。しかしその一方で，「空地はどんど。く、家が建ち木は

 倒され過密になって息苦しくなっていく」3階建のマン

 ションを隣で建築中」（自由意見より）との事実が先行し

 ている。小竹町の場合，容積率こそ150％に緩和されたが，

 北側に厳しい斜線のかかる第1種高度地区は変更されな

 かったのが歯止めにはなっている。しかし，敷地規模に

 余裕のあった小竹町の場合はなおさら，規制緩和だけが

 先行して行われた感を否めない。地区特性が変容してい

 たのは事実である。表3－2でみた通り，容積率規制が

 旧100％の地区のうち150％に緩和された小竹町は例外的

 な地区だった。しかし今後，地区特性が変化し始めれば

 残りの100％地区も150％への緩和予備軍となるだろう。

 その際，地区の無秩序な変容を助長するような緩和だけ

 は避けるべきである。社会経済的な要因等から発生する

 諸々の課題を総含的に解いていく方向を模索することが

 望まれる。
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